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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

本

体

分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援交
付金【低所
得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

816,000 816,000 6,000 810,000 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰による負担感が大きい低所得
世帯への負担の軽減を図るため、令和5年度住民税（均等割）非課税世帯等に対し一
世帯あたり30千円を給付する
②低所得世帯への給付金
③給付金総額
R5年度分の住民税（均等割）非課税世帯：27,000世帯×30千円=810,000千円
R5年度分の家計急変世帯：200世帯×30千円=6,000千円
合計　816,000千円
④R5年度分の住民税（均等割）非課税世帯（27,000世帯）
R5年度分の家計急変世帯(200世帯)

－ － ○ － R5.6 R5.12 住民税非課税世帯等に対する給
付率90％以上

市ＨＰ、広報紙、各窓口部署への
周知チラシ設置、民生児童委員連
合会理事会での説明

R5補正（地）

低

所

得

者

世

帯

給

付

金

に

係

る

部

分

事

務

費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援交
付金（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

81,450 81,450 - - - 13,950 67,500 - 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持するにあたっての必要な事務経費
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③事務費　81,450千円
　【内訳】
　人件費　4,311千円（会計年度職員等の報酬及び常勤職員の超過勤務部分）、需用
費　2,380千円、役務費　18,777千円、委託料　55,762千円、使用料　220千円
　※事務費交付限度額：27,000世帯×2,500円=67,500千円
④R5年度分の住民税（均等割）非課税世帯（27,000世帯）、R5年度分の家計急変世帯
(200世帯)

－ － ○ － R5.6 R5.12 住民税非課税世帯等に対する給
付率90％以上

市ＨＰ、広報紙、各窓口部署への
周知チラシ設置、民生児童委員連
合会理事会での説明

R5補正（地）
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6

7 R4 単 ○ －

公共交通
（バス）燃料
高騰対策事
業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

14,093 14,093 - 14,093 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける公共交通(乗合バス)を支援す
るため、一定期間事業を継続したと認められる事業者に対してバス運行に要する燃料
費高騰分に係る経費を助成する。
②バス運行に要する燃料費高騰に係る経費
③〔前年度の運行走行距離〕×〔燃料費高騰価格〕を上限に助成予定。対象3事業者、
事業費14,093千円
④市内を運行する路線バス事業者

－ ○ － － R5.9 R6.3 路線バス事業者　3事業者 HP R5補正（地）

8 R4 単 ○ －

公共交通（タ
クシー）燃料
高騰対策事
業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

2,400 2,400 - 2,400 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受ける公共交通(タクシー)を支援す
るため、一定期間事業を継続したと認められる事業者に対してタクシー運行に要する
燃料費高騰分に係る経費を助成する。
②タクシー運行に要する燃料費高騰に係る経費
③事業者当たり[営業所保有台数×2万円]を上限に助成
　対象120台、事業費2,400千円
④市内に営業所等を有するタクシー事業者

－ ○ － － R5.9 R6.3 補助台数　120台 HP R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

物価高騰等
対策介護
サービス継
続支援金

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円
滑化に向けた中小企

業対策等

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

42,100 42,100 - 42,100 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により、ガソリン代や光熱費等が上昇してい
る中、要支援・要介護高齢者やその家族の生活を支える介護サービス事業者の事業
費負担を軽減するため支援金を支給することで、利用者への影響緩和と安定した介護
サービスの提供が継続されることを目指す。
②令和5年1月～令和5年12月に支払いを行う光熱費等の高騰部分の一部
③対象事業所：入所・通所施設、訪問事業所、居宅支援事業所
補助上限額：事業者への聞き取りにより積算した額（施設種別、定員によって異なる。
詳細は下記のとおり）
合計　42,100千円
④
居宅支援事業所（59施設）：40千円
訪問事業所（79施設）：90千円
通所事業所（83施設）：130千円
認知症対応型共同生活介護（14施設）：130千円
特別養護老人ホーム（11施設）、老人保健施設（4施設）、特定施設入居者生活介護
（19施設、福寿荘を除く）については、定員により以下の補助額を設定
50人未満：130千円、50人以上：650千円

－ ○ － － R5.4 R6.3 全事業所数の80％
HP
事業者協会での告知
メールでの対象施設への個別通知

R5補正（地）

10 R4 単 ○ －

物価高騰等
対策障害福
祉サービス
等継続支援
支援金

－ ○ ○

④-Ⅲ．新たな価格
体系への適応の円
滑化に向けた中小企

業対策等

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

32,565 32,565 - 32,565 - 

①原油価格や物価の高騰等により、ガソリン代や光熱費が上昇している中、コロナ禍
における物価高騰対応事業として、障碍(がい)児・者やその家族の生活を支える障害
福祉サービス等事業者の事業費負担を軽減し、利用者への影響緩和を目的に支援金
を支給することで、安定した障害福祉サービス等の提供が継続されることを目指す。
②令和5年1月～令和5年12月に支払いを行うガソリン代等の燃料費や光熱費の高騰
部分の一部
③対象事業所：入所・通所事業所、訪問系サービス事業所、計画相談支援事業所
補助上限額：事業者への聞き取りにより積算した40千円～520千円（事業所種別、定
員によって異なる。詳細は下記のとおり）
合計　32,565千円
④対象事業所一覧（計265件）
事業所入所支援：6事業所、520千円/事業所
共同生活援助（定員50名以上）:1事業所、520千円/事業所
共同生活援助（定員50名未満）:19事業所、130千円/事業所
通所系・短期入所：79事業所、130千円/事業所
児童通所（児発・放デイ）：45事業所、130千円/事業所
日中一時支援：19事業所、130千円/事業所
訪問系（居宅介護等）：76事業所、90千円/事業所
地域活動支援センター：9事業所、65千円/事業所
計画相談：11事業所、40千円/事業所

－ ○ － － R5.4 R6.3 障害福祉サービス等事業者　265
事業所

ＨＰへの掲載及び対象事業所へ
メールでの周知

R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

物価高騰等
対策保育施
設継続支援
補助金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

9,035 9,035 - 9,035 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により、市内認可保育施設等は引き続き厳
しい運営状況であるため、光熱費の負担増加分として支援金を給付し、安定したサー
ビスの提供が継続されることを目指す。
②令和5年4月～令和6年3月に支払いを行う電気代とガス代等の高騰分の一部
③
Ａ：定員50人未満
　　65千円×13施設＝845千円
Ｂ：定員50人以上100人未満
　　195千円×10施設＝1,950千円
Ｃ：定員100人以上
　　390千円×16施設＝6,240千円
合計　9,035千円
④全39施設
認可保育所：27施設（Ａ：3施設、Ｂ：8施設、Ｃ：16施設）
認定こども園：3施設（Ａ：2施設、Ｂ：1施設）
小規模保育施設：3施設（Ａ：3施設）
指定保育所：6施設（Ａ：5施設、Ｂ：1施設）

－ ○ － － R5.4 R6.3

対象施設：
認可保育所27施設
認定こども園3施設
小規模保育施設3施設
指定保育所6施設
合計39施設

各施設に案内文で周知
HP

R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

物価高騰等
対策放課後
児童クラブ
継続支援金

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対
策支援

525 525 - 525 - 

①民間放課後児童クラブに対し、コロナ禍における物価高騰対応事業として、光熱費
高騰分の一部について支援し、事業者の安定した事業継続に資する。
②光熱費
③1施設当たり支援額：25千円
25千円×21施設=525千円
④民間放課後児童クラブ：21施設

－ ○ － － R5.7 R6.3 民間放課後児童クラブ21施設 実施計画の内容をHPで公表する R5補正（地）

13 R4 単 ○ －
農業物価高
騰対策交付
金

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

9,540 9,540 - 9,540 - 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰等の影響を受ける農業者等に
対し、農業経営に係る負担軽減の支援を目的とする。
②市内農業者等への補助金、事務を委託する事業者への委託料
③
補助金・・・農業収入金額別に補助
　10万～50万未満：1万円
　50万～100万未満：2万円
　100万～300万円未満：3万円
　300万～500万未満：5万円
　500万～1000万未満：10万円
　1000万以上：20万円
　計　8,940千円
委託料・・・600千円
合計　9,540千円
④市内で農業を営む個人または法人、集落営農組織等で農業収入額が10万円以上
のもの

－ ○ ○ － R5.7 R5.12 農業者等278者 市HPで公表する R5補正（地）
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地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
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援

Ｂ
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と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等
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交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）
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度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）
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報紙など）

基金
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と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

14 R4 単 ○ －
畜産飼料価
格高騰対策
交付金

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

7,950 7,950 - 7,950 - 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、濃厚飼料高騰の影響を受ける畜産事
業者に対し、経営に係る負担軽減の支援を目的とする。
②影響額から国の交付額を除算し、算出した金額の概ね半額を補助。有頭数の区分
により補助
③
（１）酪農
　10頭以上～30頭未満：補助金額200千円
　30頭～60頭未満：補助金額450千円
　60頭～100頭未満：800千円
　100頭～200頭未満：補助金額1,500千円、
　200頭～300頭未満：補助金額2,500千円、
　300頭～400頭未満：3,500千円、
　400頭以上：4,000千円
　計　（200千円×1件）＋（450千円×2件）＋（2,500千円×1件）＋（4,000千円×1件）
=7,600千円
（２）養鶏
　200羽～1000羽未満：補助金額150千円、
　1000羽～1800羽未満：補助金額350千円、
　1800羽～：補助金額450千円
　計　350千円×1件＝350千円
合計　7,950千円
④市内酪農事業者、市内養鶏事業者

－ ○ － － R5.7 R5.12 畜産事業者6者 市HPで公表する R5補正（地）

15 R4 単 ○ －
給食事業
（物価高騰
対応分）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

91,642 91,642 - 91,642 - 

①原油価格・物価上昇により学校給食で使用する食材費が上昇しており、従前の質や
量を保った学校給食を提供するためには、学校給食費を値上げしなければならない
が、コロナ禍において物価高騰等に直面する保護者に負担が生じないように当該交付
金を活用する。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）
③価格上昇分の算出については、㈱帝国データバンクの調査による令和4年度以降の
食品平均値上げ率14％（R4.12月分）に基づく。
小学校・特別支援学校＝230円×14％＝32.2円≒30円
中学校＝270円×14％＝37.8円≒35円
〔小学校1年～6年〕・12,007人×114回×30円＝41,063.940円
〔中学校〕・1年：1,805人×112回×35円＝7,075,600円、・2年：1,767人×107回×35円
＝6,617,415円、・3年：1,811人×103回×35円＝6,528,655円
〔特別支援学校〕　・37人×114回×30円＝126,540円
　計　61,412,150円
ただし、令和5年4～7月分については、異なる算出基準（同調査の食品平均値上げ率
11％（R4.4月分））に基づき食材購入を想定しているため、小学校・特別支援学校＝25
円、中学校＝30円の高騰分価格設定を行っている。
〔小学校1年〕・2,009人×60回×25円＝3,013.500円、〔小学校2年～6年〕・9,998人×66
回×25円＝16,496.700円、〔中学校〕・5,383人×66回×30円＝10,658,340円
〔特別支援学校〕・37人×66回×25円＝61,050円
　計　30,229,590円
　合計　91,641,740円≒91,642千円
④給食事業　一般会計、保護者

－ － － － R5.4 R6.3 小学校23校、中学校12校、特別支
援学校1校

給食だよりなどを通じて保護者に
対して、本交付金の活用について
周知を行うほか、実施計画をHPで
公表することで広く周知する

R5補正（地）

16 R4 単 ○ －
エネルギー
価格高騰対
策支援金

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業等
に対するエネル
ギー価格高騰
対策支援

26,530 26,530 - 26,530 - 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、原油高・エネルギーの物価高騰対策
で、原材料費や光熱費など必要経費が増加している事業者の事業継続を支援するた
め「エネルギー価格高騰対策支援金」を給付する。
②（Ａ）ＬＰガスを使用する事業者への支援、（Ｂ）燃料を利用している事業者、（Ｃ）事務
費（郵便料）
③
（Ａ）想定事業者数　200者×平均20千円＝4,000千円
（Ｂ）想定事業者数　150者×平均150千円＝22,500千円
（Ｃ）350通×84円≒30千円
合計　26,530千円
④ＬＰガスを使用する中小・小規模事業者、燃料（ガソリン、軽油、灯油、重油）を使って
いる中小・小規模事業者

－ － － － R5.10 R6.3 エネルギー価格高騰の影響を受
ける事業者　350者

市ホームページ、市広報誌 R5補正（地）

17 R4 単 ○ －

宝塚歌劇
青少年向け
市民2階席
貸切公演

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると
考える支援

宝塚市は宝塚大劇場などをはじめ、
様々な文化芸術に触れる機会が提供さ
れており、幼少期における文化・芸術の
体験・経験が子どもの創造力や感性の
醸成に繋がることから、文化・芸術のま
ちである宝塚市としては文化芸術施策
に重点を置いている。今般のエネル
ギー・食料品等の物価高騰の影響によ
り日常生活がひっ迫し、文化・芸術に触
れる機会が低減すれば子どもの内面的
な成長にも影響があることから、市内在
住・在学の小中高校生を対象に宝塚歌
劇貸切公演を実施し、幼少期の子ども
達に文化・芸術の体験・経験の場を提供
することで、子ども達の豊かな人間性を
育む機会が充実されることとなり、推奨
事業メニューよりも更に効果があると考
える。

3,933 3,163 - 3,163 770 

①幼少期における文化・芸術の体験・経験が子どもの創造力や感性の醸成に繋がるこ
とから、文化・芸術のまちである宝塚市としては文化芸術施策に重点を置いている。今
般のエネルギー・食料品等の物価高騰の影響により日常生活がひっ迫し、文化・芸術
に触れる機会が低減すれば子どもの内面的な成長にも影響があることから、コロナ禍
における物価高騰対応事業として、市内在住・在学の小中高校生を対象に宝塚歌劇
貸切公演を実施し、幼少期の子ども達に文化・芸術の体験・経験の場を提供すること
で、本市独自の文化的な観点から子育て世帯への支援を行う。
②補助金
③通信運搬費　7千円
印刷製本費　265千円
使用料　3,659千円（2階席全席1,007席）
雑費　2千円
合計　3,933千円
④市国際観光協会、市内に在住もしくは在学の小・中・高校生とその保護者

－ － － － R5.8 R6.3 対象席：1,007席招待 市ホームページ、市広報誌 R5当初（地）

18 R4 単 ○ －

がんばろう
商店街お買
物キャン
ペーン事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

③消費下支え
等を通じた生活

者支援
141,800 47,268 - 47,268 94,532 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰における消費の落ち込みを回復するため、コ
ロナ禍における物価高騰対応事業として、商店街等が取り組む期間限定のプレミアム
付商品券やポイントシールの発行を支援する。
②お買物券プレミアム分、ポイントシールプレミアム分、イベント実施に係る経費及び参
加店マップ等作成費
③実施希望団体　15団体（予定）
事業費総額　141,800千円（県市随伴割合2：1より、県負担分94,532千円、市負担分
47,268千円）
④市内商店街

－ － － － R5.4 R5.12 実施団体　15団体
市内各商店街等によるHP及びチラ
シ

R4補正（地）

19 R4 単 ○ － 小中学校光
熱費増加分

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると
考える支援

エネルギー価格高騰の要因により電気
代高騰の影響を受ける中で、児童・生徒
が毎日の生活を送る場である小、中、特
支学校（直接住民の用に供する施設）に
おいて、電気代高騰の影響に関わらず、
適切に空調等を使用して体調不良にな
ることを防ぎ、児童・生徒の生命を守るこ
とが最も重要であるため、コロナ禍にお
ける物価高騰対応事業として光熱費高
騰分を支援することは、推奨事業メ
ニューよりも更に効果があると考える。

103,900 103,900 - 103,900 - 

①エネルギー価格高騰の要因により電気代高騰の影響を受ける中で、児童・生徒が
毎日の生活を送る場である小、中、特支学校（直接住民の用に供する施設）において、
電気代高騰の影響に関わらず、適切に空調等を使用して体調不良になることを防ぎ、
児童・生徒の生命を守ることが最も重要であるため、コロナ禍における物価高騰対応
事業として光熱費高騰分を支援する。
②市立学校の光熱費高騰分（R3と比較）
③市立小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校　計36施設
　R3電気実績126,947,950円、R5電気見込182,362,358円
　R3ガス実績101,359,503円、R5ガス見込149,845,133円
　R5年度高騰分見込103,900,038円≒103,900千円
④宝塚市教育委員会（市立学校36校）

－ － － － R5.4 R6.3 小学校23校、中学校12校、特別支
援学校1校への支援

HP R5当初（地）

20 R4 単 ○ －

宝塚市水道
事業会計へ
の繰出・補
助（水道施
設電力支
援）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると
考える支援

原油価格・物価価格高騰の影響により、
水道事業に関する光熱費が上昇し、水
道施設への影響が大きい。安定的に事
業を継続し水道サービスを提供する観
点からもより効果があると考える。

54,036 54,036 - 54,036 - 

①新型コロナウイルスや世界情勢等の影響により、電力・ガス・燃油価格高騰の影響
を受けている水道事業会計に対し、コロナ禍における物価高騰対応事業として、繰出
金を支出することで経営の安定化を図る。（支援対象は、水道事業会計（浄水場、加圧
所等）であり、公共施設は除く）
②水道施設の光熱費高騰分（R3と比較）
③令和3年度動力費（実績）と令和5年度動力費（予算額）との差額
令和3年度動力費（実績）　266,982,634円
令和5年度動力費見込（令和5年度実績を一部反映）　321,019,436円
R5年度高騰分見込　54,036,802円≒54,036千円
④水道事業会計（浄水場、加圧所等）

－ － － － R5.4 R6.3

水道事業会計へ繰出金を支出す
ることで、コロナ禍および世界情勢
による電力・ガス等の燃料費高騰
で影響のある水道料金の値上げ
を抑え、市民生活の負担を抑え
る。

HP R5補正（地）

21 R4 単 ○ －

宝塚市病院
事業会計へ
の繰出・補
助（市立病
院原油価格
高騰対策支
援事業）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると
考える支援

原油価格・物価価格高騰の影響により、
病院事業に関する光熱費が上昇し、病
院への影響が大きい。安定的に事業を
継続しサービスを提供する観点からもよ
り効果があると考える。

14,099 14,099 - 14,099 - 

①コロナ禍における物価高騰対応事業として、エネルギー・食料品価格等の物価高騰
下において、本市の基幹病院であり、阪神北圏域の二次救急を担う市立病院を支援
することで、コロナ禍における医療提供体制の維持及び市民への安定的な医療サービ
スの継続を図る。
②市立病院の光熱費高騰分（R3と比較）
③
R3光熱費(税込)173,627千円
R5光熱費見込　268,528千円
負担増　268,528千円－173,627千円＝94,901千円
④病院事業会計

－ － － － R5.4 R6.3 コロナ疑い患者の診察数１２０人
／月の体制維持

HP R5補正（地）

22 R4 単 ○ －
GIGAスクー
ル構想への
支援事業

○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対応

の強化
○ － 214,500 214,500 214,500 - - 

①災害や新型コロナウイルス感染症の発生等による学校の臨時休校等の緊急時にお
いても子どもたちの学びの保障をするため、GIGAスクール構想を加速
②GIGAスクール用タブレット賃貸借
③GIGAスクール用タブレット賃貸借（17,480台）214,500千円
④市内小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校 － － － － R5.4 R6.3

市立学校36校における授業中に
ICTを活用して指導する能力の上
昇

実施計画の内容をHPで公表する R5当初（地）
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

重

点

交

付

金

通

常

交

付

金

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ
検査促進
枠の地方
負担分に
充当

事業
終期

補

助

・

単

独

所

管 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

23 R4 補 ○ －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 ○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対応

の強化
○ － 54,900 27,450 27,450 - 27,450 - 

①ウィズコロナにおける感染症の拡大防止に向けた学校教育活動体制整備事業とし
て、各学校が新型コロナウイルス感染症の影響を最小限に止めつつ学校教育活動を
継続できる環境を維持するための経費を学校に配当する。
②学校における感染症対策等支援・学習保障支援、換気対策整備支援
③学校保健特別対策事業費補助金（感染症流行下における学校教育活動体制整備
事業）の地方負担分に充当
内容：換気対策用物品、感染者等が発生した場合の保健衛生用品・感染防止対策用
物品等購入（消耗品51,075千円、備品購入費3,825千円）
対象：小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校
補助率：1/2
④小学校23校、中学校12校、特別支援学校1校

－ － － － R5.4 R6.3
市立学校36校における換気対策
及び感染症対策等の実施による
学校教育活動の継続

HP等 R4補正（国）


